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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第３四半期連結
累計期間

第69期
第３四半期連結

累計期間
第68期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 286,652 315,280 395,249

経常利益 （百万円） 6,579 8,578 9,838

四半期（当期）純利益 （百万円） 3,632 4,815 5,515

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 7,408 9,297 7,567

純資産額 （百万円） 57,779 63,184 55,906

総資産額 （百万円） 170,651 192,932 179,088

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 38.73 51.34 58.80

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 33.8 32.7 31.2

 

回次
第68期

第３四半期連結
会計期間

第69期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 10.50 18.44

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、グローバル企業や輸出関連企業では業績の回復がみられる一

方で、輸入に依存する業種や円安の恩恵を受けにくい内需型企業では、原油安によるプラス効果よりも円安による

コスト増の影響が大きくなるなど、業種や規模によってばらつきのある状況となりました。また、一般消費財の分

野では、昨年４月の消費増税による個人消費の反動減の一巡後も力強さを欠いており、雇用環境では改善が見られ

るものの、本格的な景気回復は足踏み状態となりました。

当社グループを取り巻く事業環境においては、国内生産財分野は、円高是正による輸出企業の収益改善を背景に

設備投資の需要が上向き、補助金制度や投資促進税制など政府の経済対策もあり、設備投資に動くユーザー層が拡

大したことで、大企業から中堅企業まで、幅広い業種において設備更新需要が高まりました。海外生産財分野で

は、米国は力強さを維持しており、中国では携帯電話やＩＴ関連産業、自動車関連産業などで設備需要が高まりま

した。一方、消費財分野では、新設住宅着工戸数の減少、天候不順による季節商品需要の落ち込み、円安による輸

入原価の上昇や物流コストの上昇など厳しい環境となりました。

このような情勢下、当社グループは、当期を２年目とする３ヵ年中期経営計画『Ａ.Ａ.１５（ダブルエー・イチ

ゴー）』の方針に基づき、新たな成長戦略を描き企業価値の一層の向上に取り組んでまいりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、315,280百万円（前年同期比10.0％増）となりました。利益

面につきましては、営業利益は8,357百万円（同、32.0％増）、経常利益は8,578百万円（同、30.4％増）、四半期

純利益は4,815百万円（同、32.5％増）となりました。

 

セグメント別の概況は、次のとおりであります。

 

［生産財関連事業］

〔国内生産財事業〕

機械事業部では、輸出関連企業の設備需要が増加し、また各種補助金や設備投資減税といった政策効果による

設備の更新需要が高まり、自動車関連産業を中心に受注は回復基調となりました。その結果、機械事業部の売上

高は42,522百万円（前年同期比9.6％増）となりました。

機工事業部でも、工作機械需要の改善などにより主力の切削工具や補要工具が堅調に推移し、また測定機や環

境改善機器も自動車関連産業や製缶鉄骨関連産業など幅広い分野において需要が前年同期を上回りました。その

結果、売上高は88,461百万円（同、7.7％増）となりました。

国内生産財事業全体では、売上高は130,983百万円（同、8.3％増）となりました。

 

〔海外生産財事業〕

米国は特に自動車業界や航空機業界を中心に堅調に推移し、またＡＳＥＡＮ地域においてもほぼ前年並みを維

持しました。また、中国においてはＥＭＳをはじめとするＩＴ関連業界の需要が堅調に推移し、自動車関連業界

からの受注も拡大するなど、前年同期から大きく伸長し、売上高は75,730百万円（前年同期比37.3％増）となり

ました。

 

［消費財関連事業］

〔住建事業〕

消費増税後の反動の影響は大きく、新築・リフォームともに本格的な需要回復に至っていないことから、水廻

り商品を中心に伸び悩みました。また産業用太陽光発電システムの需要縮小や空調機器の販売不振など総じて厳

しい状況となりましたが、広域店向けの営業を強化した結果、売上高は42,688百万円（前年同期比4.9％減）とな

りました。
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〔家庭機器事業〕

円安による輸入原価の上昇や天候の影響により、主力の季節商品の販売が伸び悩みましたが、照明器具やペッ

ト関連用品などの新商品投入効果もあり、売上高は60,519百万円（前年同期比0.4％減）となりました。

 

（２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における連結財政状態は、以下のとおりであります。

総資産は、前連結会計年度末に比べ13,844百万円増加し、192,932百万円となりました。これは、受取手形及び売

掛金の増加（5,012百万円）、商品及び製品の増加（5,960百万円）及び投資有価証券の増加（1,928百万円）が主な

要因であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ6,566百万円増加し、129,747百万円となりました。これは、支払手形及び買掛

金の増加（3,180百万円）及びその他流動負債に含まれる前受金の増加（2,652百万円）が主な要因であります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ7,278百万円増加し、63,184百万円となりました。以上の結果、自己資本比率

は前連結会計年度末の31.2％から32.7％と1.5ポイント向上いたしました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 93,840,310 93,840,310
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 93,840,310 93,840,310 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

 
平成26年10月１日～
平成26年12月31日

 

－ 93,840 － 7,909 － 1,980

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿等の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をし

ております。

 

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　43,900
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　93,773,200 937,712 －

単元未満株式 普通株式　　　　23,210 － －

発行済株式総数 93,840,310 － －

総株主の議決権 － 937,712 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数には、証券保管振替機構名義の株式2,000株及び株主名簿上は当社名義

となっておりますが、実質的に所有していない株式2,000株を含めております。

　なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の株式に係る議決権の数20個を含めております。ただし、株主名簿

上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式に係る議決権の数20個は含めておりません。

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社　山善

大阪市西区立売堀

二丁目３番16号
43,900 － 43,900 0.04

計 － 43,900 － 43,900 0.04

　（注）上記の他、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株あります。

　なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（1）役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

代表取締役会長

最高経営責任者（ＣＥＯ）

代表取締役社長

最高経営責任者（ＣＥＯ）
吉居　亨 平成26年10月１日

代表取締役社長

最高執行責任者（ＣＯＯ）

代表取締役副社長

最高執行責任者（ＣＯＯ）
中田　繞 平成26年10月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 30,631 29,460

受取手形及び売掛金 96,949 ※３ 101,962

有価証券 6,500 6,500

商品及び製品 18,062 24,022

繰延税金資産 1,106 614

その他 3,215 5,329

貸倒引当金 △595 △555

流動資産合計 155,870 167,333

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,976 3,890

機械装置及び運搬具（純額） 192 171

工具、器具及び備品（純額） 309 325

土地 5,334 5,337

その他（純額） 291 192

有形固定資産合計 10,104 9,917

無形固定資産 1,788 2,376

投資その他の資産   

投資有価証券 9,488 11,416

破産更生債権等 527 554

退職給付に係る資産 24 27

繰延税金資産 252 123

その他 1,688 1,866

貸倒引当金 △656 △683

投資その他の資産合計 11,324 13,305

固定資産合計 23,217 25,598

資産合計 179,088 192,932
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 105,232 ※３ 108,413

短期借入金 2,227 2,204

未払法人税等 2,542 676

賞与引当金 2,432 1,325

商品自主回収関連費用引当金 18 33

その他 6,444 11,731

流動負債合計 118,898 124,384

固定負債   

退職給付に係る負債 3,052 3,136

繰延税金負債 40 1,008

その他 1,190 1,218

固定負債合計 4,283 5,363

負債合計 123,181 129,747

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,909 7,909

資本剰余金 6,081 6,081

利益剰余金 40,332 43,129

自己株式 △16 △16

株主資本合計 54,307 57,103

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,769 3,892

繰延ヘッジ損益 196 505

為替換算調整勘定 543 3,228

退職給付に係る調整累計額 △2,031 △1,720

その他の包括利益累計額合計 1,478 5,906

少数株主持分 120 174

純資産合計 55,906 63,184

負債純資産合計 179,088 192,932
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 286,652 315,280

売上原価 249,798 274,718

売上総利益 36,853 40,562

販売費及び一般管理費 30,524 32,205

営業利益 6,329 8,357

営業外収益   

受取利息 1,073 1,124

受取配当金 206 154

その他 104 159

営業外収益合計 1,384 1,438

営業外費用   

支払利息 1,099 1,161

手形売却損 1 －

その他 33 55

営業外費用合計 1,134 1,216

経常利益 6,579 8,578

特別利益   

固定資産売却益 4 5

投資有価証券売却益 7 0

関係会社株式売却益 9 －

その他 － 0

特別利益合計 22 5

特別損失   

固定資産売却損 9 15

固定資産除却損 7 1

減損損失 ※１ 648 －

その他 1 3

特別損失合計 665 20

税金等調整前四半期純利益 5,935 8,564

法人税、住民税及び事業税 2,153 2,792

法人税等調整額 121 927

法人税等合計 2,275 3,719

少数株主損益調整前四半期純利益 3,660 4,844

少数株主利益 27 29

四半期純利益 3,632 4,815
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,660 4,844

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,220 1,123

繰延ヘッジ損益 82 308

為替換算調整勘定 1,445 2,708

退職給付に係る調整額 － 311

その他の包括利益合計 3,747 4,452

四半期包括利益 7,408 9,297

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,370 9,244

少数株主に係る四半期包括利益 38 53
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、従業員の平均残存勤務期間に近似

した年数に基づく単一の割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間毎の金額を反映した単一の加重平均

割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が803百万円増加し、利益剰余金が518百万円減

少しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ

107百万円増加しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

　　金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

当社グループ社員（住宅資金借入の保証） 21百万円 当社グループ社員（住宅資金借入の保証） 15百万円

 

２　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 －百万円 30百万円

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形

　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であり

ますが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形は次のとお

りであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －百万円 3,075百万円

支払手形 － 8,012
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　減損損失

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間において、資産について648百万円の減損損失を計上しております。内訳は、次のと

おりであります。

場所 用途 認識の経緯 種類 金額

愛知県小牧市 倉庫 売却処分決定

建物及び構築物 31百万円

機械装置及び運搬具 0

工具、器具及び備品 1

土地 611

小計 643

静岡県熱海市 保養所 売却処分決定
建物及び構築物 3

土地 0

小計 4

合計 648

　当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分で、処分の意思決定をした資産については個別にグ

ルーピングを実施し、減損損失の認識の判定をしております。

　その結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に648百万円計上してお

ります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、その評価は不動産鑑定評価基準

等に基づき算定しております。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 686百万円 808百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月８日

取締役会
普通株式 750 8.00 平成25年３月31日 平成25年６月６日 利益剰余金

平成25年11月７日

取締役会
普通株式 656 7.00 平成25年９月30日 平成25年12月９日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月８日

取締役会
普通株式 750 8.00 平成26年３月31日 平成26年６月９日 利益剰余金

平成26年11月10日

取締役会
普通株式 750 8.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１．報告セグメント毎の売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）
 

 報告セグメント 調整額 (注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

     

消去等

前計
消去等

   

計
その他

(注)１

 生産財関連事業 (注)4 消費財関連事業 (注)4

 
国内
生産財

海外
生産財

住建 家庭機器

売上高          

外部顧客への売上高 120,944 55,165 44,868 60,748 281,727 4,925 286,652 － 286,652

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 857 － － 857 6,610 7,468 △7,468 －

計 120,944 56,023 44,868 60,748 282,585 11,535 294,120 △7,468 286,652

セグメント利益 2,898 2,102 1,284 1,659 7,944 △1,641 6,302 26 6,329

 

２　報告セグメント毎の固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　当第３四半期連結累計期間において、「その他」に含まれる各報告セグメントに帰属しない資産の売却

処分決定に伴い減損損失648百万円を特別損失に計上しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．報告セグメント毎の売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）
 

 報告セグメント 調整額 (注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

     

消去等

前計
消去等

   

計
その他

(注)１

 生産財関連事業 (注)4 消費財関連事業 (注)4

 
国内
生産財

海外
生産財

住建 家庭機器

売上高          

外部顧客への売上高 130,983 75,730 42,688 60,519 309,921 5,359 315,280 － 315,280

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 690 － － 690 7,233 7,924 △7,924 －

計 130,983 76,421 42,688 60,519 310,612 12,592 323,205 △7,924 315,280

セグメント利益 3,712 2,977 1,160 1,863 9,714 △1,378 8,336 20 8,357

 
（注）１．「調整額　その他」の区分は、事業セグメントに識別されない構成単位であるイベント企画等の

サービス事業及び本社部門であります。

２．セグメント利益の「調整額」の主な内容は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第３四半期
連結累計期間

当第３四半期
連結累計期間

「その他」に含まれる各報告セグメント
に帰属しない全社費用

△1,897 △1,643

 
３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．「生産財関連事業」は、工作機械、機械工具等の供給を通じて「モノづくり」をサポートする事

業分野、「消費財関連事業」は、住宅設備機器、ホームライフ用品等の供給を通じて「快適生活空

間づくり」を提案する事業分野であります。
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２．報告セグメントの変更等に関する情報

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、

従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく単一の割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込

期間毎の金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益が、「調整

額　その他」の区分で107百万円増加しております。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 38円73銭 51円34銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 3,632 4,815

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 3,632 4,815

普通株式の期中平均株式数（千株） 93,796 93,796

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【その他】

　平成26年11月10日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議しております。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　750百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　８円00銭

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・　平成26年12月８日

 （注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成27年２月３日

株　式　会　社　山　 善   

取　締　役　会　御　中   

 

 有限責任監査法人　ト ー マ ツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　田　　美　樹 　　㊞  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　口　　弘　志 　　㊞  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙　見　　勝　文 　　㊞  

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社山善の

平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社山善及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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